
近年，公共工事等において，民間事業者等により

開発された有用な新技術の積極的な活用の促進が図

られている。公共工事等に関する優れた技術は，公

共工事等の品質確保に貢献し，良質な社会資本の整

備，安全・安心で豊かな生活環境の実現等に寄与す

るものとして，国および地方自治体においても新技

術活用とそれによる民間事業者の技術開発の促進を

目的とした施策が行われている。

今回の特集では，国土交通省，地方自治体および

建設業界における新技術活用への取り組みを紹介し

たいと思う。



１． はじめに

国土交通省では，公共工事等における新技術活

用の取り組みとして，平成１８年８月１日から「公

共工事等における新技術活用システム（以下「新

技術活用システム」という）を本格運用してい

る。それ以前についても平成１０年度に新技術活用

の仕組を創設し，平成１７年度に再編・強化を行っ

ていたが，それらの集大成として，今回の本格運

用に至っている。

新技術活用システムは，有用な新技術の積極的

な活用を推進するための仕組であり，新技術の積

極的な活用を通じた民間事業者等による技術開発

の促進，優れた技術の創出により，公共工事等の

品質の確保，良質な社会資本の整備に寄与するこ

とを目的としている。

本格運用の最大の特徴は，有用な新技術の活用

促進と技術のスパイラルアップを目的として，シ

ステム全体を事後評価中心型に構築したことにあ

る。昨今は，「イノベーション」の重要性が盛ん

に議論されているが，公共工事における新技術の

中には，施工形態そのものを変えてしまうような

イノベーションを起こすものもあると考えてい

る。そのためにも，開発された新技術をいかに活

用し，その芽を伸ばしていくかが重要である。ま

た，活用を行い，その評価を行うことで，開発者

の改良に資するアイデアがさらに生まれてくると

いう，発展的なスパイラルアップが起こるものと

考えている。

また，新技術がいかに優れたものであって，そ

の情報を入手できたとしても，活用されなければ

意味がなく，本格運用については，発注者が新技

術を活用しやすくするための手順を明確にし，複

数の方法を示している。

２． 公共工事等における新技術
活用システムの特徴

! 事後評価の実施・徹底

新技術活用システムにおいて，新技術を活用し

た場合は，必ず事後評価を実施することとしてい

る。事後評価は以下の二つの評価から構成され

る。事後評価は原則として産学官の委員により構

成される新技術活用評価会議（地方整備局等に設

置）が実施する。

! 試行実証評価

試行調査の結果に基づき，安全性，耐久性等の

技術的事項および経済性等の事項について，直轄

工事等における技術の成立性等申請情報の妥当性

を確認し評価するもの。試行調査を実施したすべ

ての技術が対象となる。

公共工事等における
新技術活用システムについて
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" 活用効果評価

技術の成立性が確認された技術について，新技

術の活用効果等を総合的に判断するため，活用効

果調査の結果に基づき，当該技術の優位性，安定

性，現場適用性を総合的に評価するもの。活用効

果調査を実施したすべての技術が対象となる。

! NETISの再構築

事後評価を実施した技術の評価結果を掲載する

NETIS（評価情報）を設けて，これを新たな

NETIS の中核とするとともに，従来のNETIS

情報は，NETIS（申請情報）として取り扱い，

開発者からの申請データに基づくものであること

を明確にした。NETIS ホームページ（http : //

www.kangi.ktr.mlit.go.jp/EvalNetis/NewIndex.

asp）についてもレイアウトをNETIS（評価情

報）中心型に見直している。また，NETIS の品

質を向上させるため，提供期間は以下のとおりと

している。

・NETIS（申請情報）の掲載期間は原則３年

とする。

・NETIS（評価情報）の掲載期間は原則５年

とする。

なお，事後評価の結果，従来技術と同等以上と

評価されたものは評価時点に起算日がリセットさ

れて掲載期間を延長されるものとし，NETIS

（評価情報）に反映した翌年度から５年間に掲載

期間を更新する（期間の最大は１０年）。また，技

術の改善が図られたと認められる場合にも起算日

はリセットされる。

" 新技術活用の体系化

技術難易度の高い工事や大規模工法も含めた新

技術活用について請負者の提案を受け入れる「施

工者希望型」を新たにシステムに加え，新技術の

活用方式を以下の四つの型に体系化している。こ

れらにより，設計段階，発注段階，施工段階の各

フェーズにおいて新技術活用の検討が促進される

とともに，シーズが先行する技術，ニーズが先行

する技術それぞれが適切なフェーズで活用される

こととなる。

! 試行申請型

技術の成立性等申請情報の妥当性を確認する必

要のある新技術（かし発生時の修補が困難な技術

を除く）を対象に，技術開発者の申請に基づき，

事前審査の結果を踏まえて試行し，事後評価を実

施するタイプ。

" 発注者指定型

直轄事業における現場ニーズ・行政ニーズ等に

より必要となる新技術を対象に，直轄工事等にお

ける新技術の適用範囲と活用効果等の確認または

有用な新技術の活用の促進を目的に，工事等の発

注に当たって発注者が新技術を指定することによ

り活用等を行い，事後評価を実施するタイプ。

# 施工者希望型

請負工事等において，技術提案に基づき施工者

が新技術の活用等を行い，事後評価を実施するタ

イプ。技術難易度の高い工事や大規模工法等もこ

のタイプで運用する。

$ フィールド提供型

直轄工事等における現場ニーズ・行政ニーズ等

により，具体のフィールドを想定して求める技術

要件を明確にした上で，広く技術開発者から技術

提案の募集を行い，申請者から応募された登録技

術について審査・選考し，工事等の発注に当たっ

て発注者が選考された新技術を指定することによ

り試行を行い，事後評価を実施するタイプ。

# 有用な技術の活用促進

活用効果評価に基づいて有用な技術であると指

定を受けた技術については，さらなる活用促進を

図り，その効果を広く還元することが重要であ

る。そのため，有用な技術については，下記のよ

うに分類し活用促進を図ることとしている。な

お，「設計比較対象技術」「活用促進技術」「推奨

技術，推奨技術候補」として指定された場合に

は，発注者が新技術を採用する際の事務的負担を

軽減する措置として，暫定歩掛や特記仕様書作成

例等を作成することとしている。

! 設計比較対象技術

活用効果評価において，技術の優位性が高く安

定性が確認されている技術については，「設計比
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較対象技術」として位置付け，設計業務において

比較検討する。

! 少実績優良技術

活用効果評価において，技術の優位性が高いと

の評価は得られているものの，直轄工事等におけ

る実績が少なく技術の安定性が確認されていない

技術については，「少実績優良技術」として位置

付け，技術の安定性が確認されるまでの間，活用

等に努める。

" 活用促進技術

活用効果評価において安定性が確認されている

技術のうちから，特定の性能または機能が著しく

優れている技術，特定の地域のみで普及しており

全国に普及することが有益と判断される技術につ

いては，「活用促進技術」として指定し，普及啓

発や活用促進を行う。

# 推奨技術，推奨技術候補

本省に設置された新技術活用システム検討会議

が，画期的な新技術に対する適正な評価を行い，

公共工事等に関する技術の水準を一層高めるた

め，画期的な新技術を対象に「推奨技術」あるい

は「推奨技術候補」の選定を行い，当該技術の普

及啓発や活用促進等を行う。

３． 請負者に対する新技術活用
インセンティブの明確化

新技術については，実際に現場で使用されなけ

れば適切な評価が行えず，その後の活用に繋がら

ない。そのため，新技術を活用するための仕組を幾

つか用意することによって新技術の活用機会を増

やすこととしている。その一つが，すでに説明済み

の「施工者希望型」であるが，施工者がより新技術

の活用に積極的になることを促すため，「施工者希

望型」において新技術の活用を行った場合には，下

記のように，工事成績評定（※下記の点数は主任

監督員評定点の加点措置）や総合評価方式におい

て加点するなどインセンティブを付与している。

公共工事等における新技術活用システム
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・設計比較対象技術，活用促進技術，推奨技

術，推奨技術候補を活用した場合，もしくは

その現場において発注者による活用効果調査

結果が１２０点以上の場合 ＋４点

・試行技術を活用した場合 ＋２点（少実績優

良技術を活用した場合もしくはその現場にお

いて発注者による活用効果調査結果が１２０点

以上の場合，さらに＋２点とする。最大４点）

・総合評価方式において提案技術がNETIS 登

録技術である場合には，評価対象とする（な

お詳細は地方整備局ごとに実施）。

４． 有用な新技術の指定状況

これまでに（平成１９年５月末時点）幾つかの新

技術が有用な技術として指定されているが，数と

してはまだ少ない状況である。「出る杭」を伸ば

すことは，それらの効果が還元されるとともに，

そういった成功事例に技術開発者が触発され，さ

らなる技術開発に繋がることが期待される。ここ

では，平成１９年４月２６日に公表した推奨技術候補

の２工法について紹介する。

【推奨技術候補】

! 技術名称 パラボラ工法

NETIS 登録 No．HR―０３０００８―A

申請者名 セーブマシン株式会社

技術概要 パラボラ工法は，人孔鉄蓋交換およ

び人孔鉄蓋高さ調整工事を単体移動可能な小型円

球切断機械を用いてパラボラアンテナ状のダイヤ

モンドブレードで円球状に切断し，狭い規制範

囲，廉価，短時間施工可能等を特徴とする合理的

な新工法である。

" 技術名称 URUP工法

NETIS 登録 No．KK―０５０１１７―A

申請者名 株式会社大林組

技術概要 URUP工法は，交差点部や踏切部

等に対してシールドを地上発進・地上到達させ立

体交差化を急速施工する技術である。従来は開削

工法や，立坑を構築し非開削工法で対応。本技術

の活用により，大幅な工期短縮と工事中の交通渋

滞の緩和が可能。

５． NETISの新たな試み

NETIS のホームページにはすでに３２万人以上

の人々がアクセスしている。その中には，発注者

はもちろんのこと，設計コンサルタントの人や，

施工業者の人など，さまざまな立場の人が集まっ

ている。そこで，NETIS 側から一方的に情報を

提供するだけではなく，NETIS にアクセスした

人たちによる情報交換のコミュニケーションツー

ルとして，NETIS 内に掲示板（NETIS 会議室）

を設置している。この掲示板は建設技術に関する

情報を互いに書き込み，交流を広めていくこと

で，新技術の利用と改良の促進を図ることを目的

としている。現在のところ，活発に書き込みが行

われているとは言えない状態であるが，PRや改

良を加えることで，多くのアクセス者がついつい

覗いてしまいたくなるような魅力ある場として活

用していきたいと考えている。

６． おわりに

平成１９年６月１日に，長期戦略指針「イノベー

ション２５」が閣議決定された。その中で新技術の

活用について「初期需要を生み出し，また技術革

新を加速させるため，公的部門における新技術活

用に向けて公的部門が我が国発の新技術・製品・

サービスを率先して調達，活用，評価する取組を

進める。」とあるように，新技術活用の重要性が

ますます認識されてきている。そういった中，新

技術活用システムについては，もうすぐ本格運用

から１年が経過するが，当初のもくろみが機能し

ているかどうかを適切に評価し，改善すべきとこ

ろがあれば早急に改善し，初期需要の創出，技術

のスパイラルアップが確実に行われるように一層

の努力を行うことが重要であると考えている。
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